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久喜市国民健康保険特別会計予算 

 



 

－ 361－  

議 案 第    号 

 

平成２８年度久喜市国民健康保険特別会計予算 

 

 

平成２８年度久喜市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２０，１８９，１００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ  

る。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、６００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用 

 

 

平成２８年  月  日提出  

 

 

                  久 喜 市 長  田 中 暄 二 

 



第１

歳

共 同 事 業 拠 出 金 4,055,890

8 保 健 事 業 費 327,848

1 特定健康診査等事業費

1

268,247

手

2 保 健 事 業 費 59

数

,601

9

料

基 金 積 立 金 184

1

1 基 金 積 立 金 1

　

84

10 諸 支 出 金 14,202

1 償還金及び還付加算金 14,201

2 繰 出 金

3

1

11 予 備

国

費 40,000

庫

1 予 備 費 40,0

支

00

歳　　

出

　出　　　合　　　計

入

金

20,189,100

3,497,166

（

1 国 庫 負 担

単

金 2,958,406

位

2 国 庫 補 助

：

金 538,760

千

4 療 養 給 付 費 等

円

交 付 金 581,860

）

1 療 養 給 付

表

費 等 交 付 金 581,860

5 前 期 高 齢 者 交 付 金 5,617,008

1 前 期 高 齢 者 交 付 金 5,617,008

款

6 県 支 出 金 93

項

5,778

金

1 県 負 担 金 130,6

　

17

2 県 補

　

　

助 金 805,161

　

7 共 同 事 業 交

　

付 金 4,099,30

　

3

1 共 同 事

額

業 交 付 金 4,099,

－

303

8 財

3

産 収 入 184

6

1 財 産 運 用 収 入 18

2

4

9 繰 入 金

－

1,616,326

歳

1 一 般 会 計 繰 入 金 1,266,326

2 基 金 繰 入 金 350,000

10 繰 越 金 300,001

1

1 繰 越 金 300,0

国

01

11 諸

民

収 入 113,573

健

1 延滞金、加

入

康

算金及び過料 38,7

保

43

2 市 預

険

金 利 子 45

税

3 貸 付 金 元 利 収 入 33

3

6

4 受 託 事

,

業 収 入 60,683

4

5 雑 入 13,

2

766

歳　

7

　　入　　　合　　　

,

計 20,189,10

歳

9

0

歳　出 （単位：千円

0

）

款 項 金

0

　　　　　額

－363－

1 総 務 費 278,003

1 総 務 管 理 費 275,007

2 徴 税 費 1,904

1

3 運 営 協 議

国

会 費 579

出

民

4 趣 旨 普 及 費 513

健

2 保 険 給 付 費

康

12,410,507

保

1 療 養 諸 費

険

10,974,936

税

2 高 額 療 養

3

費 1,368,223

,

3 移 送 費 2

4

00

4 出 産

2

育 児 諸 費 52,948

予

7

5 葬 祭 諸 費

,

14,200

9

3 後 期 高 齢 者 支 援 金

0

等 2,285,818

0

1 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 2,285,818

4 前 期 高 齢 者 納 付 金 等 1,587

1 前 期 高 齢 者 納 付 金 等 1

算

2

,587

5

使

老 人 保 健 拠 出 金 112

用

1 老 人 保 健

料

拠 出 金 112

及

6 介 護 納 付 金 774

び

,949

1

手

介 護 納 付 金 774,9

数

49

7 共 同

料

事 業 拠 出 金 4,055

1

,890

1
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久 喜 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 

 



－3

 

1 国 民 健 康 保

出

険 税 3,427,90

 

0 17.0 3,758

予

,200 18.4 △3

 

30,300 △8.8

算

2

 

使 用 料 及 び 手 数 料 1 0

事

.0 1 0.0 0 0.0

 

3

項

国 庫 支 出 金 3,497

6

 

,166 17.3 3,

別

644,829 17.

 

8 △147,663 △

明

4.1

 

4 療 養 給 付 費 等 交

細

付 金 581,860 2

 

.9 683,494 3

書

.3 △101,634

1

△14.9

総

5 前 期 高 齢 者

5

　

交 付 金 5,617,0

括

08 27.8 5,153,613 25.2 463,395 9.0

6 県 支 出 金 935,778 4.6 817,396 4.0 118,382 14.5

7 共 同 事 業 交 付

－

金 4,099,303

　

20.3 4,285,

(

450 21.0 △18

歳

6,147 △4.3

　

8 財

入

産 収 入 184 0.0 1

)

46 0.0 38 26.

（

0

単

9 繰 入 金 1,616,

位

326 8.0 1,48

歳

：

8,072 7.3 12

千

8,254 8.6

円

10 繰

）

越 金 300,001 1

款

.5 500,001 2

本

.5 △200,000

年

△40.0

度

11 諸 収 入 1

予

13,573 0.6 1

算

07,098 0.5 6

 

額

,475 6.0

構

歳 入

成

 合 計 20,189

比

,100 100.0 2

前

0,438,300 1

年

00.0 △249,2

度

00 △1.2

予算額

入

構成比 比　　　　較 増

 

減率

　(％) 　(％)

歳

　(％)



－3

　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源

　(％) 　(％) 　(％) 国 ・ 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

1 総 務 費 278,003 1.4 280,667 1.4 △2,66

6

4 △0.9 1 278,002

2 保 険 給 付 費 12,410,507 61.5 12,391,560 60.6 18,947 0.

　

2 2,723,077

(

6,648,963 3

歳

,038,467

6

　出

3 後 期 高 齢 者 支

)

援 金 等 2,285,8

（

18 11.3 2,32

単

8,333 11.4 △

位

42,515 △1.8

：

1,057,517 1

千

59,023 1,06

円

9,278

）

－

本

4 前 期 高 齢 者 納 付 金 等

　

1,587 0.0 1,

　

849 0.0 △262

年

△14.2 1,587

　　

5 老 人 保 健

度

拠 出 金 112 0.0 1

　

12 0.0 0 0.0 1

　

111

予

6 介

－

　

護 納 付 金 774,94

　

9 3.8 956,86

算

3 4.7 △181,9

　

14 △19.0 391

　

,115 383,83

額

4

　

7 共 同 事

　

業 拠 出 金 4,055,

の

890 20.1 4,1

　

13,089 20.1

3

　

△57,199 △1.

財

4 201,932 3,

　

853,950 8

　源

8 保 健 事 業 費 3

　

27,848 1.6 3

　

11,436 1.5 1

内

6,412 5.3 59

　

,302 61,019

　

207,527

6

訳

款

9 基 金 積 立 金 18

本

4 0.0 146 0.0

年

38 26.0 184 0

度予

10 諸 支 出

算

金 14,202 0.1

額

14,245 0.1 △

構

43 △0.3 1 14,

成

201

7

比

11

前

予 備 費 40,000 0

年

.2 40,000 0.

度

2 0 0.0 40,00

予

0

算

歳 

額

出 合 計 20,18

構

9,100 100.0

成

20,438,300

比

100.0 △249,

－

比

200 △1.2 4,4

　

32,944 10,7

　

23,141 5,03

　

3,015

　較 増減率 特



　

00 △2,900

　　名

2 退職被保険者等国

充

民健康保険税 122,

 

700 203,000

当

△80,300

 額

1 医療給付費分現年課

－

税分 1 医療給付費分現

3

年課税分 72,000

6

123,000 △51

8

,000 一般財源 退職

－

被保険者等に係る医療

－

給付費分現年課税分の

3

国民健康

6

保険税です

9

。

計 72,000

－

123,000 △51,000

2 後期高齢者支援金分現年課税分 1 後期高齢者支援金分現年課税分 22,000 38,000 △16,000 一般財源 退職被保険者等に係る後期高齢者支援金分

1

現年課税分の国

一

民健

般

康保険税です。

計

被

22,000 38,0

保

00 △16,000

険者国

3 介護納付金分

民

現年課税分 1 介護納付

健

金分現年課税分 21,

康

000 34,000 △

保

13,000 一般財源

険

退職被保険者等に係る

税

介護納付金分現年課税

3

分の国民健康

,

保険税

3

です。

計 21,0

0

00 34,000 △1

5

3,000

,2

4

0

医療給付費分滞納繰越

0

分 1 医療給付費分滞納

3

繰越分 4,800 5,

,

300 △500 一般財

5

源 退職被保険者等に係

5

る医療給付費分滞納繰

5

越分の国民健康

,

保険

2

税です。

計 4,8

0

00 5,300 △50

２

0

0

△2

5 後期高齢

5

者支援金分滞納繰越分

0

1 後期高齢者支援金分

,

滞納繰越分 1,400

0

1,300 100 一般

0

財源 退職被保険者等に

0

係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国

歳

民健康保険税です。

計 1,400 1,300 100

6 介護納付金分滞納繰越分 1 介護納付金分滞納繰越分 1,500 1,400 100 一般財源 退

入

職被保険者等に係る介護納付金分滞納繰越分

1

の国民健康

医

保険税で

療

す。

計 1,500

給

1,400 100

付費分

計 3,427,

現

900 3,758,2

（

年

00 △330,300

課税分 1 医療給付費

款

分現年課税分 2,19

）

1,000 2,344

１

,000 △153,0

国

00 一般財源 一般被保

民

険者に係る医療給付費

健

分現年課税分の国民健

康

康保

保

険税です。

険

計 2,191,000

税

2,344,000 △

（

153,000

項） １

2 後期高齢者支援金

国

分現年課税分 1 後期高

民

齢者支援金分現年課税

健

分 684,000 73

康

2,000 △48,0

保

00 一般財源 一般被保

険

険者に係る後期高齢者

税

支援金分現年課税分の

（

国民

単

健康保険税です

位

。

計 684,00

：

0 732,000 △4

千

8,000

円）

3

歳

介護納付金分現年課税

　

分 1 介護納付金分現年

出

課税分 216,000

　

227,000 △11

事

,000 一般財源 一般

　

被保険者に係る介護納

業

付金分現年課税分の国

　

民健康保

別

険税です。

　

計 216,000

充

227,000 △11

　

,000

当　

4 医

先

療給付費分滞納繰越分

目

1 医療給付費分滞納繰

・

越分 148,800 1

節

79,600 △30,

名

800 一般財源 一般被

細

保険者に係る医療給付

 

費分滞納繰越分の国民

節

健康保

 

険税です。

名

計 148,800 1

本

79,600 △30,

 

800

年 

5 後期

度

高齢者支援金分滞納繰

前

越分 1 後期高齢者支援

 

金分滞納繰越分 42,

年

400 46,700 △

 

4,300 一般財源 一

度

般被保険者に係る後期

比

高齢者支援金分滞納繰

　

越分の国民

較

健康保険

歳

税です。

計 42,

　

400 46,700 △

　

4,300

入　

6

　

介護納付金分滞納繰越

概

分 1 介護納付金分滞納

　

繰越分 23,000 2

　

5,900 △2,90

要

0 一般財源 一般被保険

事

者に係る介護納付金分

　

滞納繰越分の国民健康

　

保

　

険税です。

計

業

23,000 25,9



当

100,966 高額医

 

療費拠出金の法定負担

額

分が交付されるもので

－

す。

計 100,9

3

66 102,971 △

7

2,005 100,9

0

66

－ －

3 特定健康

3

診査等負担金 29,6

7

51 30,000 △3

1

49

－

1 特定健康診査等負担金 1 特定健康診査等負担金 29,651 30,000 △349 特定健康診査事業 29,651 特定健康診査等に係る費用の一部が交付されるものです。

計 29,651 30,000 △349 29,651

1 総務

計 2,958,

手

406 3,123,3

数

88 △164,982

料

2,958,406

（

1

款） ３国庫支出金 （項

1

） ２国庫補助金

0

1 財政調整交付金 538,760 521,441 17,319

1 財政調整交付金 1 財政調整交付金 258,117 259,196 △1,079 一般被保険者療養給付事業 227,517 市町村間の財政力の不均衡を調整するため交付されるもの

1

一般被保険者療

証

養費支給事業 2,37

明

1 です。(普通調整交

手

付金)

数

一般被保険

料

者高額療養費支給事業

1

28,216

加

一般

入

被保険者高額介護合算

証

療養費支給事業 11

明手

一般被保険者移送費

数

支給事業 2

料

2 老

1

人保健医療費拠出金財

（

1

政調整交付 1 1 0 一般

0

被保険者療養給付事業

職

1 市町村間の財政力の

員

不均衡を調整するため

給

交付されるもの

与

金 で

費

す。

1

3 後期高齢

加

者支援金財政調整交付

入

金 193,770 17

款

証

0,002 23,76

明

8 後期高齢者支援金事

発

業 193,770 市町

行

村間の財政力の不均衡

に

を調整するため交付さ

係

れるもの

る

です。

手数

4 介護納付金財政調

料

整交付金 86,871

）

で

92,241 △5,3

す

70 介護納付金納付事

。

業 86,871 市町村間の財政力の不均衡を調整するため交付され

計

るもの

1

です。

1 0

5 病床転換支援金財政

1

調整交付金 1 1 0 後期

２

高齢者支援金事業 1 市町村間の財政力の不均衡を調整するため交付されるもの

です。

使用

計 1 1 0 1

料

（款） ３国庫支出金 （

及

項） １国庫負担金

び手

1 療養給付費等負担金

数

2,827,789 2

料

,990,417 △1

（

62,628

項

1

）

現年度分 1 一般療養給

１

付費負担金 1,868

手

,720 1,979,

数

546 △110,82

料

6 一般被保険者療養給

（

付事業 1,647,1

単

80 一般被保険者に係

位

る療養給付費等に要す

：

る費用の法定負担

千円

一般被保険者療養費支

）

給事業 17,165 分

歳

が交付されるものです

　

。

出

一般被保険者高

　

額療養費支給事業 20

事

4,281

　

一般被

業

保険者高額介護合算療

　

養費支給事業 80

別　

一般被保険者移送費支

充

給事業 14

　

2 老

当

人保健医療費拠出金負

　

担金 1 1 0 老人保健医

先

療費拠出事業 1 老人保

目

健医療費拠出金の法定

・

負担分が交付されるも

節

のです

名

。

細

3 後

 

期高齢者支援金負担金

節

711,084 704

 

,674 6,410 後

名

期高齢者支援金事業 7

本

11,084 後期高齢

 

者支援金の法定負担分

年

が交付されるものです

 

。

度

4 介護納付金

前

負担金 247,983

 

306,195 △58

年

,212 介護納付金納

 

付事業 247,983

度

介護納付金の法定負担

比

分が交付されるもので

　

す。

較

5 病床転換

歳

支援金負担金 1 1 0 後

　

期高齢者支援金事業 1

　

病床転換支援金の法定

入

負担分が交付されるも

　

のです。

計 2,8

　

27,789 2,99

概

0,417 △162,

　

628 2,827,7

　

89

要

事

2 高額医療

　

費共同事業負担金 10

　

0,966 102,9

　

71 △2,005

業　

1 高額医療費共同事

　

業負担金 1 高額医療費

　

共同事業負担金 100

名

,966 102,97

充

1 △2,005 高額医

 

療費共同事業拠出事業



 額

－

計 5,61

3

7,008 5,153

7

,613 463,39

2

5 5,617,008

－

（款） ６県支出金 （項

－

） １県負担金

3

1 高

7

額医療費共同事業負担

3

金 100,966 10

－

2,971 △2,00

計

5

5

1 高額医療費

3

共同事業負担金 1 高額

8

医療費共同事業負担金

,

100,966 102

7

,971 △2,005

6

高額医療費共同事業拠

0

出事業 100,966

5

高額医療費拠出金の法

2

定負担分が交付される

1

ものです。

計 10

,

0,966 102,9

4

71 △2,005 10

4

0,966

1 1

2 特

7

定健康診査等負担金 2

,

9,651 30,00

3

0 △349

1

1 特

9

定健康診査等負担金 1

5

特定健康診査等負担金

3

29,651 30,0

8

00 △349 特定健康

,

診査事業 29,651

7

特定健康診査等に係る

6

費用の一部が交付され

0

るものです。

計 29,651 30,000 △349 29,651

計 130,617 132,971 △2,354 130,617

（款） ６県支出金 （項） ２県補助金

1 県財政調整交付金 805,161 684,425 120,736

1 県財政調整交付金 1 財政調整交付金 596,238 494,886 101,352 一般被保険者療養給付事業 525,5

（

53 市町村間の財政力の不均衡を調整するため交付されるもの

一般被保険者療養費支

計

給事業 5,477 です

5

。

3

一般被保険者高

8

額療養費支給事業 65

,

,179

款

7

一般被保

6

険者高額介護合算療養

0

費支給事業 25

5

一

2

般被保険者移送費支給

1

事業 4

,441

）

17,319 538,

３

760

（款） ４療養給

国

付費等交付金 （項） １

庫

療養給付費等交付金

支出

1 療養給付費等交付

金

金 581,860 68

（

3,494 △101,

項

634

）

1 現年度

２

分 1 療養給付費等交付

国

金 581,860 68

庫

3,494 △101,

補

634 退職被保険者等

助

療養給付事業 356,

金

518 退職被保険者等

（

の療養給付費等の支給

単

に要する費用から、

位：

退職被保険者等療養

千

費支給事業 2,477

円

退職被保険者等の保険

）

税等を控除した額が、

歳

社会保険診療

　

退職

出

被保険者等高額療養費

　

支給事業 63,749

事

報酬支払基金から交付

　

されるものです。

業　

退職被保険者等高額介

別

護合算療養費支給事業

　

12

充

退職被保険者

　

等移送費支給事業 81

当　

後期高齢者支援金

先

事業 159,023

目

計 581,860 6

・

83,494 △101

節

,634 581,86

名

0

細 

計 581

節

,860 683,49

 

4 △101,634 5

名

81,860

（款） ５

本

前期高齢者交付金 （項

 

） １前期高齢者交付金

年 

1 前期高齢者交付

度

金 5,617,008

前

5,153,613 4

 

63,395

年

1

 

現年度分 1 前期高齢者

度

交付金 5,617,0

比

08 5,153,61

　

3 463,395 一般

較

被保険者療養給付事業

歳

4,951,101 前

　

期高齢者に係る保険者

　

間の費用負担の調整の

入

ため、社会

　

一般被

　

保険者療養費支給事業

概

51,593 保険診療

　

報酬支払基金から交付

　

されるものです。

要

事

一般被保険者高額療養

　

費支給事業 614,0

　

29

　

一般被保険者

業

高額介護合算療養費支

　

給事業 241

　

一般

　

被保険者移送費支給事

名

業 44

計 5,61

充

7,008 5,153

 

,613 463,39

当

5 5,617,008



－

保の保険税の平準化、

3

財政の安定化を図るた

74

保険財政共同安定

－

化事業拠出事業 3,6

－

52,014 め、国民

3

健康保険団体連合会か

7

ら交付されるものです

5

。

計 3,749,

－

535 3,829,754 △80,219 3,749,535

計 4,099,303 4,285,450 △186,147 4,099,303

（款） ８財産収入 （項） １財産運用収入

1

2

利子及び配当金 184

老

146 38

人

1 利

保

子及び配当金 1 保険給

健

付費支払基金利子 18

医

4 146 38 保険給付

療

費支払基金積立金事業

費

184 保険給付費支払

拠

基金の預金利子です。

出

計 184 146 3

金

8 184

財政

計

調

184 146 38 18

整

4

（款） ９繰入金 （項

交

） １一般会計繰入金

付 1

1 一般会計繰入金 1

1

,266,326 1,

0

118,072 148

一

,254

般

1 保険

被

基盤安定繰入金（保険

保

税軽減分 1 保険基盤安

険

定繰入金（保険税軽減

者

分 389,354 37

療

1,654 17,70

養

0 一般財源 国民健康保

給

険の被保険者の保険税

付

負担を緩和するととも

事

に

業

） ） 、財政基盤の

1

安定を図るための繰入

市

金です。

計 389

町

,354 371,65

村

4 17,700

間の財

2 保険基盤安定繰入

（

政

金（保険者支援分 1 保

力

険基盤安定繰入金（保

の

険者支援分 260,2

不

80 99,155 16

均

1,125 一般財源 保

衡

険基盤安定のための保

を

険者支援分の繰入金で

調

す。

整

） ）

計 26

す

0,280 99,15

款

る

5 161,125

ため交

3 職員給与費等繰

付

入金 1 職員給与費等繰

さ

入金 276,062 2

れ

78,678 △2,6

る

16 一般財源 国民健康

も

保険特別会計の職員給

の

与費等に係る繰入金で

）

す。

計 276,062 278,678 △2,616

4 出産育児一時金等繰入金 1 出産育児一時金等繰入金 35,280 38,640 △3,360 一般財源 出産育児一

６

時金に係る繰入金です

金

。

計 35,280

で

38,640 △3,3

す

60

。

県

3 後

支

期高齢者支援金財政調

出

整交付金 152,66

金

0 132,126 20

（

,534 後期高齢者支

項

援金事業 152,66

）

0 市町村間の財政力の

２

不均衡を調整するため

県

交付されるもの

補

です

助

。

金

4 介護納付金

（

財政調整交付金 56,

単

261 57,411 △

位

1,150 介護納付金

：

納付事業 56,261

千

市町村間の財政力の不

円

均衡を調整するため交

）

付されるもの

歳

です。

　出

5 病床転換支援

　

金財政調整交付金 1 1

事

0 後期高齢者支援金事

　

業 1 市町村間の財政力

業

の不均衡を調整するた

　

め交付されるもの

別

で

　

す。

計 805,1

充

61 684,425 1

　

20,736 805,

当

161

　先

計 8

目

05,161 684,

・

425 120,736

節

805,161

（款）

名

７共同事業交付金 （項

細

） １共同事業交付金

 節

1 高額医療費共同事

 

業交付金 349,76

名

8 455,696 △1

本

05,928

 

1

年

高額医療費共同事業交

 

付金 1 高額医療費共同

度

事業交付金 349,7

前

68 455,696 △

 

105,928 一般被

年

保険者療養給付事業 1

 

47,832 高額な医

度

療費の発生による国保

比

財政の急激な影響の緩

　

和を

較

高額医療費共

歳

同事業拠出事業 201

　

,936 図るため、国

　

民健康保険団体連合会

入

から交付されるもので

　　

す。

計 349,

概

768 455,696

　

△105,928 34

　

9,768

要

事

2 保

　

険財政共同安定化事業

　

交付金 3,749,5

　

35 3,829,75

業

4 △80,219

　　

1 保険財政共同安定

　

化事業交付金 1 保険財

名

政共同安定化事業交付

充

金 3,749,535

 

3,829,754 △

当

80,219 一般被保

 

険者療養給付事業 97

額

,521 県内市町村国



 

300,000 500

額

,000 △200,0

－

00

37

計 30

6

0,001 500,0

－

01 △200,000

－

1

（款）１１諸収入 （

3

項） １延滞金、加算金

7

及び過料

7

1 一般被

－

保険者延滞金 38,000 38,000 0

1 延滞金 1 一般被保険者延滞金 38,000 38,000 0 一般財源 納期限後に納付された国民健康保険税に係る延滞金です。

計 38,000 38,000 0

5

2 退

そ

職被保険者等延滞金 7

の

41 741 0

他

1

一

延滞金 1 退職被保険者

般

等延滞金 741 741

会

0 一般財源 納期限後に

計

納付された国民健康保

繰

険税に係る延滞金です

入

。

計 741 741

金

0

1 そ

3 一般被保険

の

者加算金 1 1 0

他一

1 一般被保険者加算金

般

1 一般被保険者加算金

会

1 1 0 一般財源 不正利

計

得徴収金に係る加算金

繰

です。

計 1 1 0

入金 2

4 退職被保険者等

3

加算金 1 1 0

8

1

,

退職被保険者等加算金

4

1 退職被保険者等加算

8

金 1 1 0 一般財源 不正

0

利得徴収金に係る加算

2

金です。

計 1 1 0

64,

計 38,7

8

43 38,743 0

17 △

（

26,337 一般財源

款

その他一般会計の繰入

）

金です。

計 238

９

,480 264,81

繰

7 △26,337

入金 （

6 国保財政安定化

項

支援事業繰入金 1 国保

）

財政安定化支援事業繰

１

入金 66,870 65

一

,128 1,742 一

般

般財源 国民健康保険財

会

政の健全化及び保険税

計

負担の平準化に資す

繰入

るための繰入金です。

金

計 66,870 6

（

5,128 1,742

単位：

計 1,26

千

6,326 1,118

円

,072 148,25

）

4

（款） ９繰入金 （項

歳

） ２基金繰入金

　

1

出

基金繰入金 350,0

　

00 370,000 △

事

20,000

　

1

業

保険給付費支払基金繰

　

入金 1 保険給付費支払

別

基金繰入金 350,0

　

00 370,000 △

充

20,000 一般被保

　

険者療養給付事業 30

当

8,507 医療費等に

　

係る基金繰入金です。

先

目

一般被保険者療養

・

費支給事業 3,215

節名

一般被保険者高額

細

療養費支給事業 38,

 

261

節

一般被保険

 

者高額介護合算療養費

名

支給事業 15

本

一般

 

被保険者移送費支給事

年

業 2

計 350,0

 

00 370,000 △

度

20,000 350,

前

000

 年

計 3

 

50,000 370,

度

000 △20,000

比

350,000

（款）

　

１０繰越金 （項） １繰

較

越金

歳

1 療養給付費

　

等交付金繰越金 1 1 0

　入

1 療養給付費等

　

交付金繰越金 1 前年度

　

療養給付費等交付金繰

概

越金 1 1 0 償還金事業

　

1 療養給付費等交付金

　

の前年度からの繰越金

要

です。

計 1 1 0 1

事　　

2 その他繰越金

　

300,000 500

業

,000 △200,0

　

00

　

1 その他繰

　

越金 1 前年度繰越金 3

名

00,000 500,

充

000 △200,00

 

0 一般財源 前年度から

当

の繰越金です。

計



額

699

－3

3 一般被

7

保険者返納金 1 1 0

8－

1 一般被保険者返

－

納金 1 一般被保険者返

3

納金 1 1 0 一般被保険

7

者療養給付事業 1 不正

9

利得徴収金の過払分医

－

療費の返納金です。

計 1 1 0 1

4 退職被保険者等返納金 1 1 0

1 退職被保険者等返納金 1 退職被保険者等返納金 1 1 0 退職被保険者等療養給付事業 1 不正利得徴

1

収金の過払分医療費の

市

返納金です。

計 1

預

1 0 1

金利

5 雑入 2

子

,517 2,419 9

4

8

5

1 雑入 1 療養

4

指定公費負担金 2,5

5

16 2,418 98 一

0

般被保険者療養費支給事業 2,516 前期高齢者の一部負担金負担割合の特例措置に伴う国民健

康保険団体連合会からの納付金です。

2 督促手数料 1 1 0 一般財源 合併前の栗橋町及び鷲宮町の国民健康保険税の督促手数料

です。

計

1

2,517 2,419

市

98 2,516

預金利

計 13,766 1

子

4,843 △1,07

1

7 13,765

市預金利子 45 4

（

5 0 一般財源 歳計現金

款

の預金利子です。

）

計 45 45 0

１１諸

計 45 45 0

（款）

収

１１諸収入 （項） ３貸

入

付金元利収入

（

1 出

項

産費資金貸付金元利収

）

入 336 336 0

２市

1 出産費資金貸付金

預

元利収入 1 出産費資金

金

貸付金元利収入 336

利

336 0 出産費資金貸

子

付事業 336 出産費資

（

金貸付金の返還金です

単

。

計 336 336

位

0 336

：千

計

円

336 336 0 336

）

（款）１１諸収入 （項

歳

） ４受託事業収入

　出

1 特定健康診査等受託

　

料 60,683 53,

事

131 7,552

　業

1 特定健康診査等受

　

託料 1 後期高齢者健康

別

診査受託料 60,68

　

3 53,131 7,5

充

52 後期高齢者健康診

　

査事業 60,683 後

当

期高齢者医療制度加入

　

者に実施する健康診査

先

に係る委託

目

料及び事

・

務経費の受託料で、埼

節

玉県後期高齢者医療広

名

域連

細

合から納付され

 

るものです。

計 6

節

0,683 53,13

 

1 7,552 60,6

名

83

本 

計 60

年

,683 53,131

 

7,552 60,68

度

3

（款）１１諸収入 （

前

項） ５雑入

 

1 一般

年

被保険者第三者納付金

 

10,548 11,7

度

23 △1,175

比　

1 一般被保険者第三

較

者納付金 1 一般被保険

歳

者第三者納付金 10,

　

548 11,723 △

　

1,175 一般被保険

入

者療養給付事業 10,

　

548 第三者行為によ

　

る医療給付費損害賠償

概

金です。

計 10,

　

548 11,723 △

　

1,175 10,54

要

8

事　

2 退職被保険

　

者等第三者納付金 69

　

9 699 0

業

1 退

　

職被保険者等第三者納

　

付金 1 退職被保険者等

　

第三者納付金 699 6

名

99 0 退職被保険者等

充

療養給付事業 699 第

 

三者行為による医療給

当

付費損害賠償金です。

 

計 699 699 0



較

7

一

課・栗橋

般

市民課・鷲 ○研修旅費

財

35

源

宮市

区

民課】 11 需 用 費 1,

　

781 ○消耗品費 73

分

2

金

○印刷製

　

本費 296

額

国

○追録代 282

県支

○新聞雑誌等購読

出

料 25

金

○図

地

書費 446

方債

12 役 務 費 26,7

そ

12 ○郵送料 21,0

の

58

他

○切手

－

代 123

3

○

8

システム回線費 672

0－

○第三者行

－

為損害賠償求償事務共

3

同

8

  処理

1

手数料 387

－

○口座振替手数料 778

○公金取扱手数料 3,683

○点字翻訳料 11

13 委 託 料 39,458 ○電算業務委託料 36,092

○徴収電算システム改修業務委託料 2,808

1 一

○レセプト

般

点検業務委託料 558

管理

4 ペイ

費

ジー・クレジッ 2,1

2

33 6,262 △4,

7

129 2,133 12

2

役 務 費 1,207 ○ペ

,

イジー収納手数料 1,

8

158 国民健康保険税

3

のペイジー収納及びク

8

レジ

2

ト収納

7

事業 ○クレジット収納

5

手数料 49 ット収納に

,

要する経費です。

439 △2,601 1 272,837

1 職員給与費 172,929 175,374 △2,445 使 1 172,9

３

28 2 給 料 87,73

歳

8 ○一般職給料２４人

出

関係部署の職員の給与

（

費です。

款）

【市民課（総合窓口 3

１

職 員 手 当 等 55,54

総

4 ○扶養手当 2,14

務

8

費

）・国民

（

健康保険課 ○地域手当

項

5,458

） １

・菖蒲市民課・栗橋 ○

総

住居手当 1,016

務管

市民課・鷲宮

理

市民課 ○通勤手当 1,

費

204

（

】 ○

単

時間外勤務手当 7,6

位

83

：

○管理

千

職手当 1,080

円）

○期末手当 21

本

,787

　

○

年

勤勉手当 12,913

　度

○児童手当

　

2,255

の　

4 共 済 費 29,64

財

7 ○地方公務員共済組

　

合等負担金（一

源　

  般職） 29,

内

493

　

○地

訳

方公務員災害補償基金

節

負担金（

特

 

　

 一般職） 154

定　

2 総合事務

財

組合負担金 14,85

　

1 16,674 △1,

源

823 14,851 1

説

9 負 担 金 、 補 助 14,

　

851 ○総合事務組合

　

負担金 総合事務組合へ

明

の負担金です。

事　

事業 及 び 交 付 金

業　

【国民健康保

概

険課】

　要

3 一般管理業務経費 8

目

2,925 77,12

・

9 5,796 82,9

事

25 1 報 酬 7,204

業

○医療給付調査員報酬

名

６人 国民健康保険事務

本

の一般管理業務に要す

　

る

年

【収納

　

課・市民課（ 7 賃 金 7

度

,692 ○臨時職員 経

前

費です。

　年

総合窓口）・国民健 9

　

旅 費 78 ○普通旅費 3

度

6

比

康保険課

　

・菖蒲市民 ○費用弁償



財

計 579 581 △2 5

源

79

（款） １総務費 （

区

項） ４趣旨普及費

　分

1 趣旨普及費

金

513 522 △9 51

　

3

額

1 趣

国

旨普及事業 513 52

県

2 △9 513 11 需 用

支

費 513 ○消耗品費 国

出

民健康保険の制度普及

金

に係る経費です。

地方

【国民健康保険

債

課】

その

計 513 522 △9 5

他

13

（款） ２保険給付

－

費 （項） １療養諸費

38

1 一般被保

2

険者療養給付費 10,

－

398,253 10,

－

328,026 70,

3

227 2,400,2

8

52 5,515,51

3

0 2,482,491

－

1 一般被保険者療養給 10,398,253 10,328,026 70,227 国 前 2,482,491 19 負 担 金 、 補 助 10,398,253 ○一般被保険者療養給付費負担金 国民健康保険一般被保険者の医療費に係る

付事業 1,874,698 4,951,101 及 び 交 付 金 保険者

【

負担金です。

収納

【国民健康保険課】

課

県 525,554 共 2

・

45,353

出納

繰 308,507

室】

諸 10,54

1

9

3 委 託 料 926 ○収納管理電算業務委託料 367

○ペイジー収納業務委託料 553

○クレジット収納業

（

務委託料 6

款）

2 連合会負担金 2,

１

169 2,229 △6

総

0 2,169

務費

1 連合会負担金

（

事業 2,169 2,2

項

29 △60 2,169

）

19 負 担 金 、 補 助 2,

１

169 ○国保連合会会

総

員負担金 国民健康保険

務

団体連合会への負担金

管

です。

理

【国

費

民健康保険課】 及 び 交

（

付 金

単位

計 275,007 27

：

7,668 △2,66

千

1 1 275,006

（

円

款） １総務費 （項） ２

）

徴税費

本

1

　

賦課徴収費 1,904

年

1,896 8 1,90

　

4

度

1 賦

　

課業務経費 1,904

の

1,896 8 1,90

　

4 7 賃 金 1,642 ○

財

臨時職員 国民健康保険

　

税の賦課に係る経費で

源

す。

　

【国

内

民健康保険課】 11 需

　

用 費 240 ○消耗品費

訳

6

節

○印刷製

特

本費 225

　定

○図書費 9

　財

12 役 務 費 22 ○点

　

字翻訳料

源 説

計 1,904 1,

　

896 8 1,904

（

　

款） １総務費 （項） ３

明

運営協議会費

事　

1 運営協議会費 5

業

79 581 △2 579

　概

1 運営

　

協議会業務経費 579

要

581 △2 579 1 報

目

酬 504 ○国民健康保

・

険運営協議会委員報酬

事

久喜市国民健康保険運

業

営協議会に係る経費

名 本

【国民健康保

　

険課】   １８人 です

年

。

　

9 旅 費

度

20 ○費用弁償

前　

11 需 用 費 3 ○

年

消耗品費

　度

19 負 担 金 、 補 助 52

比

○埼玉県国保協議会負

　

担金

較

及 び 交

一

付 金

般



般

電算業務委託料 審査・

財

支払い及び入力に係る

源

経費の手数料

区　

【国民健康保険課】

分

です。

金　

計 10,974,9

額

36 10,983,9

国

40 △9,004 2,

県

425,265 5,9

支

32,529 2,61

出

7,142

（款） ２保

金

険給付費 （項） ２高額

地

療養費

方

1

債

一般被保険者高額療養

そ

費 1,289,572

の

1,250,965 3

他

8,607 297,6

－

76 652,290 3

3

39,606

84

1 一般被保険者

－

高額療 1,289,5

－

72 1,250,96

3

5 38,607 国 23

8

2,497 前 614,

5

029 339,606

－

19 負 担 金 、 補 助 1,289,572 ○一般被保険者高額療養費負担金 国民健康保険一般被保険者の高額療養費に

養費支給事業 県 65,179 繰 38,261 及 び 交 付 金 係る保険者負担金です。

【国民健康保険課】

2 退職被保険者等

2

高額療養 78,133

退

84,567 △6,4

職

34 63,749 14

被

,384

保

費

険者

1 退職被

等

保険者等高額 78,1

療

33 84,567 △6

養

,434 療 63,74

給

9 14,384 19 負

付

担 金 、 補 助 78,13

4

3 ○退職被保険者等高

3

額療養費負担金 国民健

6

康保険退職被保険者の

,

高額療養費に

96

療養費支給事業 及 び

4

交 付 金 係る保険者負担

5

金です。

2

【

8

国民健康保険課】

,4

3 一般被保険

4

者高額介護合 503 8

3

58 △355 116 2

△

56 131

9

算

1

療養費

,4

1 一般被保険者高額介

7

503 858 △355

9

国 91 前 241 131

3

19 負 担 金 、 補 助 50

5

3 ○一般被保険者高額

7

介護合算療養費 国民健

,

康保険一般被保険者の

2

高額介護合算

18

護合算療養費支給事

7

県 25 繰 15 及 び 交 付

9

金   負担金 療養費に

,

係る保険者負担金です

7

。

4

業

6

【国民健康保険課】

4 退職被保険者等高額介護 15 40 △25 12 3

合算療養費

1 退職被保険者等高額 15 40 △25 療 12 3 19 負 担 金 、 補 助 15 ○退職被保険者等高額介護合算療養 国民健康保険退職

費

被保険者の高額介護合算

介護合算療養費支給 及 び 交 付 金   費負担金 療養費に係る保険者負担金です。

事業

【国民健康保険課】

1 退職被保険者等

（

療養 436,964 5

款

28,443 △91,

）

479 療 356,51

２

8 79,746 19 負

保

担 金 、 補 助 436,9

険

64 ○退職被保険者等

給

療養給付費負担金 国民

付

健康保険退職被保険者

費

の医療費に係る

（項

給付事業 諸 700

）

及 び 交 付 金 保険者負担

１

金です。

療

【

養

国民健康保険課】

諸費

3 一般被保険

（

者療養費 108,35

単

3 95,104 13,

位

249 25,013 5

：

7,324 26,01

千

6

円

1 一

）

般被保険者療養費 10

本

8,353 95,10

　

4 13,249 国 19

年

,536 前 51,59

　

3 26,016 19 負

度

担 金 、 補 助 108,3

　

53 ○一般被保険者療

の

養費負担金 国民健康保

　

険一般被保険者の療養

財

費に係る

　

支

源

給事業 県 5,477 繰

　

3,215 及 び 交 付 金

内

保険者負担金です。

　訳

【国民健康保

節

険課】 諸 2,516

特　

4 退職被保

定

険者等療養費 3,03

　

6 4,204 △1,1

財

68 2,477 559

　源

1 退職

説

被保険者等療養 3,0

　

36 4,204 △1,

　

168 療 2,477 5

明

59 19 負 担 金 、 補 助

事

3,036 ○退職被保

　

険者等療養費負担金 国

業

民健康保険退職被保険

　

者の療養費に係る

概　

費支給事業 及 び

要

交 付 金 保険者負担金で

目

す。

・

【国民

事

健康保険課】

業名

5 審査支払手数料

本

28,330 28,1

　

63 167 28,33

年

0

　

1 審

度

査支払手数料納付 28

前

,330 28,163

　

167 28,330 1

年

2 役 務 費 27,324

　

○診療報酬審査支払手

度

数料 国民健康保険団体

比

連合会が行うレセプト

　

の

較

事業 1

一

3 委 託 料 1,006 ○



一

△5,042 52,9

般

48

（款） ２保険給付

財

費 （項） ５葬祭諸費

源 区

1 葬祭費 1

　

4,200 13,00

分

0 1,200 14,2

金

00

　

1

額

葬祭費支給事業 14,

国

200 13,000 1

県

,200 14,200

支

19 負 担 金 、 補 助 14

出

,200 ○葬祭費 国民

金

健康保険被保険者の死

地

亡に対する保険

方債

【国民健康保険課

そ

】 及 び 交 付 金 者負担金

の

です。

他

－

計 14,200 13

3

,000 1,200 1

8

4,200

（款） ３後

6

期高齢者支援金等 （項

－

） １後期高齢者支援金

－

等

3

1 後期

8

高齢者支援金 2,28

7

5,667 2,328

－

,170 △42,503 1,057,517 159,023 1,069,127

1 後期高齢者支援金事 2,285,667 2,328,170 △42,503 国 904,856 療 159,023 1,069,127 19 負 担 金 、 補 助 2,285,667 ○後期高齢者支援金 2,285,666 国民健康保険から後期高齢者医療への支援

計 1

業 県 152,66

,

1 及 び 交 付 金 ○病床転

3

換支援金 1 金です。

68

【国民健康保

,

険課】

2

2

2

後期高齢者関係事務費

3

拠 151 163 △12

1

151

,

出金

33

1 後期高

6

齢者関係事務 151 1

,

63 △12 151 19

4

負 担 金 、 補 助 151 ○

3

後期高齢者支援金事務

0

費拠出金 150 後期高

3

齢者支援金に係る事務

1

費に対する拠

,7

費拠出事業 及 び 交 付

9

金 ○病床転換支援金事

3

務費拠出金 1 出金です

2

。

9

【国民健

7

康保険課】

,7

計 2,285,

9

818 2,328,3

2

33 △42,515 1

7

,057,517 15

1

9,023 1,069

6

,278

,307 354,124

（款） ２保険給付費 （項） ３移送費

1 一般被保

（

険者移送費 100 10

款

0 0 20 46 34

） ２

1 一般被保

保

険者移送費 100 10

険

0 0 国 16 前 44 34

給

19 負 担 金 、 補 助 10

付

0 ○一般被保険者移送

費

費負担金 国民健康保険

（

一般被保険者の移送費

項

に係る

）

支給

２

事業 県 4 繰 2 及 び 交 付

高

金 保険者負担金です。

額療

【国民健康

養

保険課】

費 （

2 退職被保険者等移送

単

費 100 100 0 81

位

19

：

1

千

退職被保険者等移送 1

円

00 100 0 療 81 1

）

9 19 負 担 金 、 補 助 1

本

00 ○退職被保険者等

　

移送費負担金 国民健康

年

保険退職被保険者の移

　

送費に係る

度　

費支給事業 及 び 交 付 金

の

保険者負担金です。

　財

【国民健康保

　

険課】

源　

計 200 200 0 2

内

0 127 53

（款） ２

　

保険給付費 （項） ４出

訳

産育児諸費

節

特

1 出産育児一時金 5

　

2,920 57,96

定

0 △5,040 52,

　

920

財　

1 出産育児一時金支給

源

52,920 57,9

説

60 △5,040 52

　

,920 19 負 担 金 、

　

補 助 52,920 ○出

明

産育児一時金 国民健康

事

保険被保険者の出産に

　

係る保険者

業　

事業 及 び 交 付 金 負担金

概

です。

　

【国

要

民健康保険課】

目・

2 支払手数料 2

事

8 30 △2 28

業名

1 出産育児一

本

時金支払 28 30 △2

　

28 12 役 務 費 28 ○

年

出産育児一時金支払手

　

数料 出産育児一時金の

度

直接払いに係る手数料

前

で

　

手数料納

年

付事業 す。

　度

【国民健康保険課】

比　

計 52

較

,948 57,990



前

,115 383,83

　

4

年

1 介

　

護納付金納付事業 77

度

4,949 956,8

比

63 △181,914

　

国 334,854 38

較

3,834 19 負 担 金

一

、 補 助 774,949

般

○介護給付費納付金 介

財

護保険事業に充てるた

源

めの納付金です。

区　

【国民健康保険

分

課】 県 56,261 及

金

び 交 付 金

　額

計 774,949

国

956,863 △18

県

1,914 391,1

支

15 383,834

（

出

款） ７共同事業拠出金

金

（項） １共同事業拠出

地

金

方

1 高額

債

医療費共同事業拠出 4

そ

03,868 411,

の

887 △8,019 2

他

01,932 201,

－

936 0

3

金

88

1 高額医

－

療費共同事業 403,

－

868 411,887

3

△8,019 国 100

8

,966 共 201,9

9

36 0 19 負 担 金 、 補

－

助 403,868 ○高額医療費拠出金 高額医療費共同事業に係る保険者負担金で

拠出事業 県 100,966 及 び 交 付 金 す。

【国民健康保険課】

2 保険財政共同安定化事業 3,652,014 3,701,194 △49,180 3,6

1

52,014 0

前期

拠出金

高齢

1 保険財政共同安定

者

化 3,652,014

納

3,701,194 △

付

49,180 共 0 19

金

負 担 金 、 補 助 3,65

1

2,014 ○保険財政

,

共同安定化事業拠出金

4

保険財政共同安定化事

3

業に係る保険者負担

2 1

事業拠出事業

,

3,652,014 及

6

び 交 付 金 金です。

87

【国民健康保険

△

課】

2

3 そ

5

の他共同事業事務費拠

5

8 8 0 8

1

出金

,432

1 前期高齢者納付金事 1,432 1,687 △255 1,432 19 負

（

担 金 、 補 助 1,432

款

○前期高齢者納付金 前

）

期高齢者医療費の保険

４

者間の不均衡を調

前期

業 及 び 交 付 金 整

高

するための納付金です

齢

。

者

【国民健

納

康保険課】

付金

2 前期高齢者関係事

等

務費拠 155 162 △

（

7 155

項

出金

） １

1 前期

前

高齢者関係事務 155

期

162 △7 155 19

高

負 担 金 、 補 助 155 ○

齢

前期高齢者関係事務費

者

拠出金 前期高齢者納付

納

金に係る事務費に対す

付

る拠

金

費拠出

等

事業 及 び 交 付 金 出金で

（

す。

単

【国民

位

健康保険課】

：千

計 1,587

円

1,849 △262 1

）

,587

（款） ５老人

本

保健拠出金 （項） １老

　

人保健拠出金

年　

1 老人保健医療費

度

拠出金 1 1 0 1 0

　の

1 老人保健

　

医療費拠出 1 1 0 国 1

財

0 19 負 担 金 、 補 助 1

　

○老人保健医療費拠出

源

金 老人保健医療費の保

　

険者間の不均衡を調整

内　

事業 及 び 交

訳

付 金 するための拠出金

節

です。

特

【国

　

民健康保険課】

定　

2 老人保健事務

財

費拠出金 111 111

　

0 111

源 説

1 老人保健事務費拠

　

出 111 111 0 11

　

1 19 負 担 金 、 補 助 1

明

11 ○老人保健事務費

事

拠出金 老人保健医療費

　

拠出金に係る事務費に

業

対す

　

事業 及

概

び 交 付 金 る拠出金です

　

。

要

【国民健

目

康保険課】

・事

計 112 112

業

0 1 111

（款） ６介

名

護納付金 （項） １介護

本

納付金

　

1

年

介護納付金 774,9

　

49 956,863 △

度

181,914 391



度

旅 費 30 ○普通旅費

比　

11 需 用 費

較

1,034 ○消耗品費

一

920

般

○印

財

刷製本費 70

源 区

○図書費 44

　分

12 役 務 費 33

金

6 ○郵送料 322

　額

○切手代 14

国県

13 委 託 料

支

2,000 ○重症化予

出

防業務委託料

金 地

14 使 用 料 及 び 賃

方

503 ○ＯＡ機器借上

債

料

そ

借 料

の他

18 備 品 購 入

－

費 50 ○事業用備品

39

3 後期高

0

齢者健康診査 88,0

－

04 76,914 11

－

,090 諸 60,68

3

3 27,321 11 需

9

用 費 815 ○消耗品費

1

397 健康診査を実施

－

するための経費です。

事業 ○印刷製本費 418

【国民健康保険課】 12 役 務 費 1,781 ○郵送料 1,751

○点字翻訳料 30

13 委 託 料 85,408 ○電算業務委託料 1,658

○健

1

康診査業務委託料 83

退

,750

職被

計 268,247

保

258,010 10,

険

237 59,302 6

者

0,683 148,2

等

62

（款） ８保健事業

該

費 （項） ２保健事業費

当 8

1 保健衛

8

生普及費 11,059

0

10,726 333 1

8

1,059

19 負 担 金 、 補 助 8 ○退職被保険者等該当者リスト事務 退職被保険者等該当者リスト作成に係る国

者リスト事務費

（

拠出 及 び 交 付 金   費

款

拠出金 民健康保険団体

）

連合会への拠出金です

７

。

共

事業

同事

【国民健康保険

業

課】

拠出

計 4,055,890

金

4,113,089 △

（

57,199 201,

項

932 3,853,9

）

50 8

（款） ８保健事

１

業費 （項） １特定健康

共

診査等事業費

同事

1 特定健康診査等

業

事業費 268,247

拠

258,010 10,

出

237 59,302 6

金

0,683 148,2

（

62

単

1

位

特定健康診査事業 17

：

1,192 171,3

千

20 △128 国 29,

円

651 111,890

）

7 賃 金 1,642 ○臨

本

時職員 特定健康診査を

　

実施するための経費で

年

す。

　

【国

度

民健康保険課】 県 29

　

,651 11 需 用 費 2

の

,699 ○消耗品費 8

　

36

財

○印刷

　

製本費 1,853

源　

○図書費 10

内　

12 役 務 費

訳

5,596 ○郵送料 5

節

,062

特

○

　

システム回線費 494

定　

○点字翻訳

財

料 40

　

1

源

3 委 託 料 161,25

説

5 ○電算業務委託料 2

　

,937

　

○

明

システム保守業務委託

事

料 67

　

○特

業

定健康診査業務委託料

　

158,251

概　

2 特定保健指

要

導事業 9,051 9,

目

776 △725 9,0

・

51 1 報 酬 2,263

事

○保健事業推進員報酬

業

１１人 特定保健指導を

名

行うための経費です。

本　

【国民健

年

康保険課・ 7 賃 金 1,

　

825 ○臨時職員

度 前

栗橋市民課】

　

8 報 償 費 1,010 ○

年

報償金

　

9



一

計 59,

般

601 53,426 6

財

,175 336 59,

源

265

（款） ９基金積

区

立金 （項） １基金積立

　

金

分

1 保険

金

給付費支払基金積立 1

　

84 146 38 184

額

0

国

金

県支

1 保険給付費支

出

払基金 184 146 3

金

8 財 184 0 25 積 立

地

金 184 ○保険給付費

方

支払基金積立金(利子

債

) 保険給付費支払基金

そ

への積立金です。

の他

積立金事業

－3

【国民健康保険

9

課】

2－

計 184 146 38 1

－

84 0

（款）１０諸支

3

出金 （項） １償還金及

9

び還付加算金

3－

1 一般被保険者保険税還付 13,000 12,832 168 13,000

金

1 一般被保険者保険税 13,000 12,832 168 13,000 23 償 還 金 、 利 子 13,000 ○一般被保険者保険税過年度還付金 国民健康保険税の更正による減額等に係る

1

還付事業 及 び 割 引

保

料 還付金です。

健衛

【収納課】

生普

2 退職被保険者

及

等保険税還 500 54

事

0 △40 500

業 5

付金

,4

1 退職被保険者等保険

5

500 540 △40 5

4

00 23 償 還 金 、 利 子

5

500 ○退職被保険者

,

等保険税過年度還付 国

7

民健康保険税の更正に

2

よる減額等に係る

1 △

税還付事業 及 び

2

割 引 料   金 還付金で

6

す。

7

【収納

5

課】

,

3 一

4

般被保険者還付加算金

5

650 796 △146

4

650

11 需 用 費 114 ○消耗品費 国民健康保険保険者が行う保健事業の普及

【国民健康保険課

（

】 12 役 務 費 5,34

款

0 ○郵送料 に係る経費

）

です。

８保

2 保養施設利用者助成

健

5,605 5,005

事

600 5,605 11

業

需 用 費 655 ○印刷製

費

本費 保養施設利用者助

（

成に係る経費です。

項）

事業 19 負

２

担 金 、 補 助 4,950

保

○保養所助成金

健事

【国民健康保険課

業

】 及 び 交 付 金

費 （

2 疾病予防費 48

単

,206 42,364

位

5,842 48,20

：

6

千

1 人

円

間ドック事業 34,7

）

90 29,510 5,

本

280 34,790 1

　

1 需 用 費 238 ○印刷

年

製本費 人間ドック受診

　

者助成に係る経費です

度

。

　

【国民

の

健康保険課】 13 委 託

　

料 13,552 ○人間

財

ドック業務委託料

　源

19 負 担 金 、

　

補 助 21,000 ○人

内

間ドック助成金

　訳

及 び 交 付 金

節

特

2 がん検診助

　

成事業 9,867 9,

定

305 562 9,86

　

7 19 負 担 金 、 補 助 9

財

,867 ○がん検診助

　

成金 がん検診受診者助

源

成に係る経費です。

説　

【国民健康保

　

険課】 及 び 交 付 金

明 事

3 健康づく

　

り運動教室 3,549

業

3,549 0 3,54

　

9 13 委 託 料 3,54

概

9 ○健康教室実施業務

　

委託料 健康づくり運動

要

教室に係る経費です。

目・

事業

事業

【国民健康保険課

名

】

本

3 貸付

　

金 336 336 0 33

年

6 0

　

1

度

出産費資金貸付事業 3

前

36 336 0 諸 336

　

0 21 貸 付 金 336 ○

年

出産費資金貸付金 出産

　

費資金の貸付に係る経

度

費です。

比

【

　

国民健康保険課】

較



　度 比　較
一般財源 区　分 金　額

国県支出金 地方債 その他

－394－ －395－

1 一般被保険者還付加 650 796 △146 650 23 償 還 金 、 利 子 650 ○一般被保険者保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

（

算金事業 及 び

款

割 引 料 す。

）１

【収納課】

０諸

4 退職被保険者等還

支

付加算 50 75 △25

出

50

金

金

（項

1 退職被保険

）

者等還付 50 75 △2

１

5 50 23 償 還 金 、 利

償

子 50 ○退職被保険者

還

等保険税還付加算金 国

金

民健康保険税の還付に

及

伴う還付加算金で

び還

加算金事業 及 び

付

割 引 料 す。

加算

【収納課】

金 （

5 償還金 1 1 0 1 0

単位

1 償還

：

金事業 1 1 0 繰 1 0 2

千

3 償 還 金 、 利 子 1 ○療

円

養給付費等交付金償還

）

金 前年度に交付された

本

補助金等の精算に伴い

　年

【国民健康

　

保険課】 及 び 割 引 料 、

度

超過分を返還するもの

　

です。

の　

計 14,201 14

財

,244 △43 1 14

　

,200

（款）１０諸

源

支出金 （項） ２繰出金

　内

1 一般会

　

計繰出金 1 1 0 1

訳 節

1 一般会計

特

繰出事業 1 1 0 1 28

　

繰 出 金 1 ○一般会計繰

定

出金 一般会計への繰出

　

金です。

財

【

　

国民健康保険課】

源 説

計 1 1 0

　

1

（款）１１予備費 （

　

項） １予備費

明 事

1 予備費 40,0

　

00 40,000 0 4

業

0,000

　概

1 予備費 40,0

　

00 40,000 0 4

要

0,000 予備費です

目

。

・

【国民健

事

康保険課】

業名

計 40,000

本

40,000 0 40,

　

000

年　度 前　年



１　特別職

報酬
（千円）

給料
（千円）

期末手当
（千円）

年間支給
率（月分）

その他の
手当

（千円）

計
（千円）

その他の
特別職

35 9,971 9,971 9,971

計 35 9,971 9,971 9,971

その他の
特別職

35 10,451 10,451 10,451

計 35 10,451 10,451 10,451

その他の
特別職

0 △ 480 △ 480 △ 480

計 0 △ 480 △ 480 △ 480

本
年
度

前
年
度

長　等

議　員

比
　
　
較

長　等

長　等

給　与　費　明　細　書

区　　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

議　員

議　員

－396－



２　一般職

　（１）　総括

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(0)
24

(0)
24

(0)
0

　※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

比　　較 591

前年度 12,322

本年度 12,913

区　分
勤勉手当
（千円）

1,080 22,171

比　　較 △ 132 1,718 △ 414 △ 205 △ 1,307 0 △ 384

前年度 2,280 3,740 1,430 1,409 8,990

期末手当
（千円）

本年度 2,148 5,458 1,016 1,204 7,683 1,080 21,787

△ 2,540

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

比
　
較

0 △ 2,392 △ 133 △ 2,525 △ 15

170,674

前
年
度

0 90,130 53,422 143,552 29,662 173,214

本
年
度

0 87,738 53,289 141,027 29,647

備　考
区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

－397－



　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額
（千円）

（千円）

給　　料 △ 2,392 給与改定に伴う増減分 322

昇給に伴う増加分 1,201

△ 3,915

職員手当 △ 133 2,500

△ 2,633

　（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給料

　　イ　初　任　給　

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

平成28年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 308,491

平均給与月額　　（円） 371,216

平     均     年     齢 42歳1月

平成27年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 307,879

平均給与月額　　（円） 339,620

平     均     年     齢 41歳9月

区　　　　　　　　分

久　　　　　喜　　　　　市 国　の　制　度

一般行政職　　（円） 技能労務職　　（円） 一般行政職　　（円）

154,300 144,600

166,100
採用時の年齢・

職種により異なる。
―　

183,300 176,700

制度改正に伴う増減分
地域手当 　    1,819千円
住居手当      △126千円
勤勉手当　　　   807千円

その他の増減分

増減事由別内訳 備考

その他の増減分
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　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一　般　行　政　職 部      長 副　部　長 課      長 課長補佐 係　　　長 主      任 主      事

支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

（1.025） （1.175） （2.200）

2.025 2.175 4.200

（1.000） （1.150） （2.150）

1.975 2.125 4.100

（1.025） （1.175） （2.200）

2.025 2.175 4.200

区　　　　　　　　分
一般行政職

平成28年1月1日
現在

７　　　級 0 0.0

６　　　級 0 0.0

５　　　級 1 4.2

４　　　級 1 4.2

３　　　級 10 41.7

0.0

２　　　級

１　　　級 5 20.8

計

平成27年1月1日
現在

７　　　級 0 0.0

６　　　級 0

５　　　級 1 4.2

計

１　　　級

9 37.5

３　　　級 8 33.3

級等による加算措置

24 100.0

　　エ　期末手当・勤勉手当　

区　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階、職務の

(  )内は、再任用職員の標準的な支給率

備　　　　考

本年度 有

前年度 有

国の制度

２　　　級

5 20.8

有

４　　　級

7

24

29.2

100.0

1 4.2
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　　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 加算措置等

定 年 前 早 期

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59 退 職 特 例 措 置

（2％～45％加算）

定 年 前 早 期

国の制度 25.55625 34.5825 49.59 49.59 退 職 特 例 措 置

（支給率等） （2％～45％加算）

　　カ　地域手当　

　　キ　その他の手当　

　　・所有に係る住居手当の廃止（経過措置を設定）

　　・原動機付自転車等

片道4km以上 　6km未満 4,500円

片道6km以上 　8km未満 4,900円

片道8km以上 10km未満 5,300円

区　　　　分 備　　　　考

支 　 給  　対　  象　  地  　域 久喜市

支         給         率  （％） 6

支 給 対 象 職 員 数  （人） 24

国の指定基準に基づく支給率　 （％） 6

異通　　　勤　　　手　　　当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 異
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